
ⓒ 2022 i-mobile Co., Ltd. All Rights Reserved. 1

2023年7月期 第1四半期決算説明資料

2022年12月８日

株式会社アイモバイル
（東証プライム市場 6535）
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経営理念

“ひとの未来”に貢献する
事業を創造し続ける

マーケティングで価値ある体験を提供し続ける

笑顔 × 成長 × チーム

M i s s i o n

V a l u e s

V i s i o n

Creating a Business for the Future
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2023年7月期 第1四半期決算概要
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広告市場が社会環境や行動変化等の影響を受けたことに加え、
新規タイトル開発の遅延により、アプリ運営事業の収益が減少

Ⅰ 成長投資を先行 前期比減収減益

Ⅱ コンシューマ事業 投資が奏功し力強い成長を維持

Ⅲ インターネット広告事業が減収減益 アプリ運営事業が軟調

成長を優先した販促施策が奏功し、ふるさと納税寄附受付件
数が堅調に推移し増収も、計上の期ずれにより計画比は未達

コンシューマ事業は増収を達成するも、持続的成長のための販促、
人材及び開発における先行投資に加え、広告市場の減速が影響

エグゼクティブサマリ①
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項目 2022年7月期
1Q実績

2023年7月期
1Q実績 前期比 計画比

連結業績

売上高 2,533 2,413 95.2% 94.5%

営業利益
（営業利益率）

870
(34.4％)

556
(23.1％)

63.9% 107.9%

当期利益※ 626 394 62.9% 118.1%

コンシューマ
事業

売上高 1,458 1,579 108.3% 95.9%

営業利益
（営業利益率）

444
(30.5％)

410
(26.0％)

92.3% 131.2%

インターネット
広告事業

売上高 1,076 834 77.5% 90.6%

営業利益
（営業利益率）

447
(41.6％)

177
(21.2％)

39.6% 73.4%

（単位：百万円）

エグゼクティブサマリ②

※ 当資料における「当期利益」とは、「親会社株主に帰属する四半期純利益」を示しております。
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積極投資によりふるさと納税事業は増収となるも、市場や社会の影響を受け
たADPF事業※と高利益率のアプリ運営事業の低調が影響し、前期比減収減益

1,637

6,271

1,680
2,002

2,533

7,627

1,823 1,948
2,413

579

1,997

421 383
870

2,397

414
110

556

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

2021年7月期 2022年7月期

売上高

営業利益

（単位：百万円）

連結売上高及び営業利益推移

売上高

営業利益率
35.4%

営業利益率
34.4%

営業利益率
23.1%

※ ADPF事業：アドプラットフォーム事業

2023年7月期



ⓒ 2022 i-mobile Co., Ltd. All Rights Reserved. 7

435 

3,584 

661 
963 984 

4,449 

694 
1,034 1,032

1,637 

6,271 

1,680 
2,002 

2,533 

7,627 

1,823 1,948 
2,413 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

342 

3,458 

487 776 854 

4,286 

543 
943 926 92 

125 

174 
186 129 

163 

151 
91 105 

26.6%

57.2%

39.3%

48.1%

38.8%

58.3%

38.1%

53.1%

42.8%

ふるさと納税市場規模拡大への対応や、需要期に向けたシェア獲得のため
のプロモーション施策及びテストマーケティングを当初計画に沿って実施

2023年7月期

連結売上高

インターネット広告プロモーションコスト

コンシューマプロモーションコスト

対連結売上高プロモーションコスト比率

※ プロモーションコスト：販売促進費＋広告宣伝費

プロモーションコスト（対売上高比率）の推移

2021年7月期 2022年7月期

（単位：百万円）
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連結販売費及び一般管理費推移

※1 主に通信費、支払手数料、地代家賃、旅費交通費等にて構成。
※2  広告宣伝費はTVCM費用を含んでおり、右記の期間で放映を実施しております。2021年7月期：2Q～4Q / 2022年7月期： 1Q～3Q / 2023年7月期：1Q
※3 2022年7月期4Qより、これまで「その他」の区分に含めていた業務委託費、人材派遣料を「人件費等」に含めております。

なお、2022年7月期3Q以前の数値についても同様に組み替えております。

連結人員
推移(人)

219 216 209 204 197 198 196 200 203

2023年7月期2021年7月期 2022年7月期

売上高
2,413

販管比率 76.3％

売上高
2,533

販管比率 65.6％売上高
1,637

販管比率 64.6％

中期的成長のための人的資本及び開発投資、販売促進などの戦略的費用の
投下により、販管費は前期比で増加も、当初計画通りに着地

413 425 410 424 435 458 487 514 534 
172 

1,665 

431 567 516 

2,296 

403 
734 603 262 

1,919 

230 
395 467 

2,152 

291 
300 428

172 

219 

145 
187 202 

278 

179 
233 230 

35 

39 

40 
41 39 

41 

43 
46 44 

1,057 

4,269 

1,257 
1,617 1,661 

5,227 

1,406 

1,829 1,842

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

のれん償却費及び減価償却費
その他*1

広告宣伝費*2

販売促進費
人件費等*3

（単位：百万円）
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セグメント概況

コンシューマ事業
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119 (110)
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【 売上高及び営業利益の推移 】

【コンシューマ事業】第1四半期の結果及び業績推移

需要期である年末に向けた新規顧客獲得キャンペーンや、TVCMやWEB広告出稿等の戦略的な
プロモーション施策を実施。前期比で増収を達成するも販管費が先行したことにより減益

トラベル事業の契約自治体、提携宿泊施設は共に順調に拡大し、前年比1.8倍の約1,200施設に増加
レストランPR事業の掲載店舗数は前年比1.8倍、商品数は同1.9倍と順調に拡大
有名飲食店で調理・監修した特産品をおうちで楽しめる「おうちでふるなび美食体験」が新たにラインナップ

ふるさと納税事業

ふるなび周辺事業

2021年7月期 2022年7月期 2023年7月期

（単位：百万円）
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会員数 契約自治体数

会員数と契約自治体数の推移寄附受付件数の推移
会員数

（千人） 自治体数

【2023年7月期末目標】
契約自治体数：1,200

【コンシューマ事業】ふるさと納税事業の成長推移

2020年7月期 2021年7月期 2022年7月期

前年同四半期比

116.8%

1,009

2023年
7月期

2020年7月期 2021年7月期 2022年7月期 2023年
7月期
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セグメント概況

インターネット広告事業



ⓒ 2022 i-mobile Co., Ltd. All Rights Reserved. 13ⓒ 2022 i-mobile Co., Ltd. All Rights Reserved.

825 
931 

1,019 
1,159 

1,076 1,068 
1,004 

915 
834 

262 
317 

406 
464 447 

389 
327 

251 
177

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

アドプラット
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MS事業

【インターネット広告事業】第1四半期の結果及び業績推移①

2021年7月期 2022年7月期 2023年7月期

（単位：百万円）

【 売上高構成比（2023年7月期1Q）】

9月にローンチしたActionは着実にインフルエンサー数を増やし収益に貢献するも、広告市場が社会環境や
人々の行動変化などの影響を受けたことに加え、特需の剥落による反動減により、前期比で減収減益

１ アドプラットフォーム事業※

インターネット広告事業 売上高及び営業利益の推移

※  アドプラットフォーム事業:アドネットワーク事業及びアフィリエイト事業を指します。

大型案件による特需
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10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月

２ アプリ運営事業 ３ メディアソリューション事業

2020年7月期 2021年7月期

※1 MAU: Monthly Active Usersの略。月あたりのアクティブユーザー数。
グラフは月末30日平均数値の推移になります。

アクティブユーザー数(ＭＡＵ※1)の動向

【インターネット広告事業】第1四半期の結果及び業績推移②

営業活動の通常化により、稼働パートナー
数は着実に積み上がり、過去最高を更新

2022年7月期

稼働パートナー数の推移

2020年7月期 2021年7月期 2022年7月期

前年同四半期比
+9.1％

8月
2023年
7月期

9月にAndroid版「ソリティアde懸賞」
をリリース。今期中に同iOS版に加え、
さらに新タイトルのリリースも予定

行動制限の緩和によりMAUが平常化。
今後はADPF事業とのシナジーによる収益
モデルの構築により更なる成長を目指す

2023年
7月期

マクロ環境要因の影響から、広告出稿控え
の動きが見られたことにより成長は鈍化
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トピックス
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◆ふるなび新TVCMを公開

トピックス①

10月29日より、4期目となる貴乃花 光司氏 (第65代横綱)と
アルパカを起用した新TVCMの放映を開始

◆ふるなびの決済手段に新たに「PayPay」と「d払い」を追加

◆ふるなび「ふるさと納税マルシェ」を開催

「PayPay」及び「d払い®」が決済手段として追加され、 貯まった
「PayPay残高※」や「dポイント」を使ってのふるさと納税も可能に

◆『毎日当たる！ファミマ×パズルde懸賞コラボキャンペーン』開催

ふるさと納税制度や自治体の認知を高めるためのイベントを
東京（有楽町駅前広場）にて開催し、16自治体が参加

ファミリーマートとオーテが共同キャンペーンを実施。
ファミマの割引クーポンやお買物券を懸賞として掲載

※ 金額の一部のみをPayPayで決済することはできません。PayPay残高払いをご利用の場合は、あらかじめ合計寄附金額分以上
のチャージをしてご利用ください。PayPayで決済可能な上限金額が寄附金額未満の場合はご利用いただけません。

*「d払い」は株式会社NTTドコモの登録商標です。
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トピックス②

２ TOPIX「段階的ウエイト低減銘柄」への非該当通知の受領

１ プライム上場維持基準への適合通知の受領

(株)東京証券取引所より、「上場維持基準（分布基準）への適合状況
について」を受領し、当社の判定基準日である2022年７月末時点で、
プライム市場の上場維持基準に適合していることを確認いたしました。

(株)東京証券取引所の市場区分再編に伴い行われたTOPIXの構成銘
柄見直しについて、当社は流通株式時価総額が100億円以上である
ことから、「段階的ウエイト低減銘柄」には該当していない旨の通
知を受領いたしました。

株主数 流通株式数 流通株式時価総額 流通株式比率

上場維持基準 800人以上 20,000単位以上 10,000百万円以上 35％以上

2022年７月末時点
（今回判定基準日） 9,435人 78,150単位 10,786百万円 38.3％



ⓒ 2022 i-mobile Co., Ltd. All Rights Reserved. 18

参考資料
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第2次成長期成熟期発展期第1次成長期創業期

参考資料 業績推移と将来計画

2008年7月期 2011年7月期 2014年7月期 2020年7月期 2023年7月期

（単位：百万円）

※  金額はすべて新収益認識基準を適用したものとなっております。

2017年7月期

計画

アドネットワーク事業会社として創業し、その後も多角的にアセットを活かした事業
ドメインの変更を加え順調に成長。今後も積極投資により、更なる収益拡大を目指す
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参考資料 2023年7月期 連結業績予想

（単位：百万円）

中期的な成長の実現に向けた事業、人的資本、システム開発投資を進めつつ、ふる
さと納税市場の成長を取り込むためのマーケティング投資の実施に加え、戦略投資
領域であるメディア関連事業の事業育成やM＆Aに注力することで増収増益を見込む

項目 2022年7月期
通期実績

2023年7月期
通期予想 前期比 増減率

連結業績

売上高 13,933 16,000 ＋2,066 ＋14.8%

営業利益
（営業利益率）

3,793
(27.2％)

3,850
(24.1%) ＋56 ＋1.5%

当期利益
（当期利益率）

2,678
(19.2%)

2,705
(16.9%) ＋26 ＋1.0%
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参考資料 2023年7月期 セグメント別 業績予想

（単位：百万円）

項目 2022年7月期
通期実績

2023年7月期
通期予想 前期比 増減率

コンシューマ
事業

売上高 9,916 12,000 ＋2,083 ＋21.0%

セグメント利益 2,495 2,650 ＋154 ＋6.2%

（営業利益率） 25.2% 22.1%

インター
ネット
広告事業

売上高 4,065 4,100 ＋34 ＋0.8%

セグメント利益 1,415 1,350 ▲65 ▲4.7%

（営業利益率） 34.8% 32.9%

コンシューマ事業では積極的なプロモーションと当社独自の体験型返礼品の拡
大に注力し増収増益。インターネット広告事業では、次の成長に向けた事業基
盤を強化しつつ、営業体制の最適化による顧客の積上げと、アプリ運営事業で
の新タイトルの上市、キャンペーン強化により前期と同水準の収益を確保する
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項 目 2022年7月期
通期実績

2023年7月期
通期計画 前期比 当初

計画比
2024年7月期
通期計画 前期比 当初

計画比

連結
業績

売上高 13,933 16,000 ＋14.8% ＋4.6% 17,800 ＋11.3% ＋10.9%

営業利益
（営業利益率）

3,793
(27.2％)

3,850
(24.1％)

＋1.5% ▲8.3％ 4,500
(25.3％)

＋16.9% ±0.0%

当期利益 2,678 2,705 ＋1.0% ▲3.8% 3,100 ＋14.6% ＋3.0%

EPS（円） 125.0 134.4 - - 154.0 - -

成熟領域の安定的収益を確保しつつ、成長強化領域を短中期的な成長ドライバーとし、
アセットを活用した戦略投資領域の収益化によって、営業利益45億円の達成を目指す

成長投資を加速するため計画を修正 （単位：百万円）

13-17期 営業利益CAGR 19.0%

参考資料 中期３か年計画(2022年7月期－2024年7月期）
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参考資料 主要サービス一覧

「コンシューマ事業」と「インターネット広告事業」の２つの事業ポートフォリオを持ち、
アセットの最適配分と相乗効果で、高い収益性と競争力をもって成長を実現する

セグメ
ント 事 業 主なサービス内容

コ
ン
シ
ュ
ー
マ
事
業

ふるさと納税事業 ふるさと納税のポータルサイト

ふるなび周辺事業

トラベル事業 宿泊など、旅行で使えるオリジナル返礼品の提供

レストランPR事業 ふるさと納税によって地方の食材と都心部の飲食店
を結びつけるサービス

ポイントサービス事業 「ふるなび」会員向けのポイントサービス

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
広
告
事
業

アドプラットフォーム
（ADPF）事業

アドネットワーク事業 運用型広告(ディスプレイ・ネイティブ・動画)の提供

アフィリエイト事業 成果報酬型広告の提供

広告代理店事業 WEBマーケティングを強みとするインターネット広告代理店

メディアソリューション（MS）事業 Google社の認定パートナー(GCPP)として、
メディアの収益最大化の為のソリューションサービス

アプリ運営事業 スマートフォン向けアプリの企画・開発・運営
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メディア収益最大化支援 プラットフォーム運営 オウンドメディア運営

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

Ｒ
Ｏ
Ｅ
の
維
持
向
上

ポイントサービス事業

ふるさと納税事業メディアソリューション事業 アプリ運営事業

広告代理店事業アフィリエイト事業アドネットワーク事業

アドプラットフォーム運用
持
続
的
成
長
力
の
維
持

アセット（マーケティングノウハウ、人材・顧客）の活用

送 客

参考資料 当社グループのコアコンピタンス

アドプラットフォーム事業で培ったマーケティングノウハウや人材などを活かし、
高い収益力を誇る事業への構造転換を推進し、持続的成長力の維持を図る
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当
社
の
強
み

市場の機会

エンゲージメントの高いユーザーと
高いブランド認知

培ったインターネットマーケティング
ノウハウによる高い集客・収益力

収益効率の高い事業と
低いワーキングキャピタル

安定した収益構造と
強固な財務基盤

ふるさと納税
市場の拡大

インターネット
広告市場の拡大 富裕層の増加 地方創生の気運

（機運）

成長戦略

アドプラットフォーム(ADPF)事業での
提案体制の再構築による安定収益の確保

成熟領域

「ふるなび」の成長を促す積極投資
「オーテ」などメディア領域の成長による収益拡大

成長強化領域

M&Aや事業育成による新事業領域への進出
ふるなび周辺事業の収益化推進

戦略投資領域

参考資料 当社グループの強み、市場の機会と成長戦略

アドプラットフォーム事業で安定収益を確保しつつ、成長事業であるふるさと納税やアプ
リ運営事業を強化。中長期の成長を実現するため、アセットを活かした事業育成にも注力
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参考資料 ビジネスモデル : ふるさと納税事業「ふるなび」

寄附者のフロー

自治体のフロー

寄附者 自治体

②ふるなびから選択した自治体へ寄附

④寄附金額に対して
の手数料を支払い

③返礼品を送付

①サイト訪問/閲覧

ふるさと納税とは、自分の生まれ故郷はもちろん、お世話になった地域や、これから応援したい地域の力になりた
いという思いを実現し、「ふるさと」へ貢献するための制度です。寄附による社会貢献はもとより、多くの自治体
で寄附へのお礼として返礼品が用意されており、寄附者が好きに選べることもふるさと納税の大きな魅力です。
住所地へ納税する住民税を実質的に移転する効果がある仕組みですが、寄附金税制を活用していますので、法律上
は、寄附とそれに伴う税の軽減を組み合わせたものです。

「ふるなび」は、寄附者に自治体の返礼品や支援を紹介するポータルサイト
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参考資料 コンシューマ事業「ふるなび」関連サービス

目的から寄附先を選ぶクラウドファンディング
型ふるさと納税。地域の課題解決のためのプ
ロジェクトに直接寄附を行う。

災害支援用寄附の受付。
災害発生時、ふるさと納税の制度を
利用して復興のための資金を募る。

ふるさと納税コンシェル
ジュサービス。
高額納税者を対象とし、
寄附プランの提案から
申込みまで一括で代行。

寄附によって一旦ポイントに
変えた後、好きなタイミングで
返礼品と交換が可能。

寄附で取得したポイントを、
日本各地の宿泊施設で
利用できる、オリジナル返
礼品。

社会貢献

ユーザー利便性の向上

オリジナルのサービス開発や返礼品の充実による「ユーザー利便性の向上」、ふるさ
と納税制度を利用した「社会貢献」の２つを軸に関連サービスを展開

企業版ふるさと納税を
起点にした、社会課題の
解決と地方創生を目指す。

寄附先の食材を用いた料理
を都内飲食店等で楽しめる。
地域事業者と都市部の恒久
的関係性の創出を目的とし、
地域事業者と店舗を支援。
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22,368 23,248 24,005 24,434 24,791 24,917 25,574 25,825 26,270 26,697 

122 104 146 389 
1,653 

2,844 3,653 
5,127 4,875 

6,734 
8,302 

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 20XX年

潜在寄附控除規模

ふるさと納税受入額

ふるさと納税受入額等の実績は、住民税の計算期間と異なり、自治体の事業年度(４月１日～翌年３月31日)の状
況を集計したものであります。当社では、2019年６月１日からふるさと納税に係る指定制度が施行されること
を見越した駆け込み需要が2018年末から2019年３月末にかけて起こったことによる影響があったものと考え、
2018年度から2019年度にかけての実績数値の減少は、市場自体の縮小を示すものではないと考えております。

※２

市場見通し

■ 2011~2020年 潜在寄附控除規模は「総務省発刊：地方財政の状況」を参考に当社にて算出（個人住民税歳入額×20%）
■ 2011~2021年 ふるさと納税受入額は「ふるさと納税に関する現況調査結果」 総務省 令和４年７月29日を参照
※１ これらの算出は市場規模と成長性を当社基準で概算しているものであり、統計数値とは異なる部分があります。

潜在寄附控除規模（予想値）
ふるさと納税受入額（予想値）

ふるなび
サービス開始

■■■■

ふるさと納税受入額は順調に伸長しているものの、潜在寄附控除規模からみるとまだ
拡大余地は大きく※１、制度の安定化と認知度の向上により更なる成長を見込む

（単位：億円）

※2

参考資料 ふるさと納税市場の推移
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広告配信
アドプラットフォーム

自社商品の開発・提供

メディアソリューション
プラットフォーム

■ＭＳ※事業
商
品
の
相
乗
効
果

Google社が提供する媒
体社向けソリューション
の導入支援、および収益
最大化のための運用

広
告
主
・
広
告
代
理
店

■広告代理店事業
インターネット広告代理およびデジタルソリューションの提供

■アドネットワーク事業
（運用型広告）

■アフィリエイト事業
（成果報酬型広告）

※ ＭＳ:メディアソリューション

広告代理店

消
費
者

メ
デ
ィ
ア

自社メディア

■アプリ運営事業
スマートフォンア
プリの開発・運営

参考資料 インターネット広告事業の事業領域

広告主とメディアを最適化し、広告効果・収益を最大化するための独自の広告配信
プラットフォームを開発・提供。グループで広告代理店とアプリ運営事業を行う
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参考資料 ビジネスモデル : アプリ運営事業 オーテ株式会社

累計DL数 約1,300万回以上

パズルゲーム
×
懸賞

①パズルクリア
③懸賞参加

②懸賞参加ポイント
④当選者に発送

①広告枠提供

②広告掲載料広告配信事業者 ユーザー

事業内容・ビジネスモデル

※2022年10月末時点

（アプリ内課金なし）

「パズル de 懸賞」シリーズを中心とした高品質なパズルと、懸賞品システムを融合
したスマートフォンゲームアプリを提供。アイモバイル社のマーケティングマネジメ
ント手法とプロダクトを活用し、自社メディアとして広告収益拡大に成功
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ふるさと納税事業「ふるなび」 と 「企業版ふるさと納税」を活用した活動支援を行っております

サステナビリティ基本方針

私たちは、グループビジョン「”ひとの未来”に貢献する事業を創造し続ける」の実現に向け、事業を始めとした企業活動を通じ、
社会課題の解決に取り組み、全てのステークホルダーにとって魅力的な企業として、継続的な企業価値の向上を目指します

（1）社会課題の解決に資するビジネスの推進
（2）地域創生に向けた地方自治体やコミュニティと協働した活動支援
（3）サステナビリティ推進に向けた社員への教育・啓発

４つのマテリアリティ（重要課題）

人々のQOLの向上

社会的価値の創造

持続可能な街づくり

地域の魅力創出

参考資料 アイモバイルグループのサステナビリティ
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２．株主還元策の実施

１．資本政策の基本的な方針

・事業基盤の維持及び持続的な成長を実現するための原資を確保しつつ、業績推移や財
務状況、内部留保等を総合的に勘案し、機動的な株主還元を実施してまいります。

・具体的には、配当性向30%及びDOE５％を目安とした安定的・継続的な配当の実施
に、自己株式の取得を柔軟に加えた、総還元による株主還元を目指します。

・当社は、将来の事業展開と財務体質強化のために必要な内部留保の確保をしつつ、直
接的な利益還元を配することにより投下資本効率（ROE）を高めると共に、事業の持
続的成長による株価上昇を加えた「株式トータルリターンの実現」による中長期的な
株主利益最大化を目指してまいります。

参考資料 資本政策・株主還元方針

（参考）株主還元実績
連結 2021年7月期 ※１ 2022年7月期 ※2 2023年7月期（予想）

１株当たり当期純利益金額 (円) 107.39 125.04 134.42
１株当たり配当金 (円) 100.00 38.00 40.00

※1 配当には記念配当 70.00円を含みます。
※2 別途、自社株式の買い付け1,465,800株（1,999,901,100円）を行っており、その全株を消却しております。



ⓒ 2022 i-mobile Co., Ltd. All Rights Reserved. 33

Ⅱ.各指標の推移

会計年度 2018/07 2019/07 2020/07 2021/07 2022/07

ROE 10.2% 10.9% 13.1% 16.5% 19.1%

ROA 7.9% 8.4% 10.7% 13.4% 14.4%

EPS (円) 55.0 57.3 76.6 107.4 125.0

I-1.連結業績推移 （百万円）

2018/07 2019/07 2020/07 2021/07 2022/07

5,959 10,611 7,485 11,592 13,933

5,820 10,202 7,292 11,584 13,918

97.7% 96.1% 97.4% 99.9% 99.9%

3,702 7,041 5,046 8,202 10,125

62.1% 66.4% 67.4% 70.8% 72.7%

2,118 3,160 2,246 3,382 3,793

35.5% 29.8% 30.0% 29.2% 27.2%

2,095 3,149 2,248 3,366 3,839

35.2% 29.7% 30.0% 29.0% 27.6%

1,165 1,367 1,727 2,299 2,678

19.6% 12.9% 23.1% 19.8% 19.2%

15,465 16,911 15,359 18,992 18,193

12,040 13,145 13,222 14,720 13,406

▲ 11,016 ▲ 13,974 ▲ 12,363 ▲ 15,422 ▲ 14,268

76.0% 76.5% 86.1% 77.4% 73.3%自己資本比率

当期利益

当期利益率

純有利子負債

総資産

純資産

営業利益率

経常利益

経常利益率

売上販管費率

営業利益

販売費及び一般管理費

会計年度

売上高

売上総利益

売上総利益率

参考資料 主要経営指標推移

純有利子負債：有利子負債ー現金及び現金同等物
ROE：当期利益／期首期末平均自己資本
ROA：当期利益／期首期末平均総資産
EPS：当期利益／期中平均発行済株式数

注3

※1  金額はすべて新収益認識基準を適用したものとなっております。
※2  売上高及び営業利益はセグメント間取引等調整前の金額になっております。
※3 2022年7月期に配賦方法を見直しており、2021年7月期の営業利益は変更後の配賦方法に

組み替えております。

I-2.セグメント別業績推移

2018/07 2019/07 2020/07 2021/07 2022/07

売上高 2,273 7,484 4,485 7,708 9,916

営業利益 680 2,313 1,325 1,974 2,495

営業利益率 29.9% 30.9% 29.5% 25.6% 25.2%

売上高 3,729 3,152 3,037 3,935 4,065

営業利益 1,394 770 866 1,451 1,415

営業利益率 37.4% 24.4% 28.5% 36.9% 34.8%

会計年度

コン
シューマ

事業

インター
ネット

広告事業

※1 ※2

※3
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代表取締役社長 野口 哲也

1974年生まれ。日本アイ・ビー・エム株式会社で基
礎技術の研究、アーサー・ディ・リトル・ジャパン株
式会社を経て、技術系の会社を起業。アドネットワー
ク事業の創業を志し、2007年に田中と当社を共同設
立し取締役CTOに就任。技術のエキスパートとして、
独自の広告配信システムを開発。その後も常に技術の
トップとして徹底的な市場調査を基にしたシステムを
開発し続ける。2017年に代表取締役社長就任。

代表取締役会長 田中 俊彦

1979年生まれ。情報通信系企業、広告代理店を経て、
インターネットの市場の拡がりから、次代を見据え、モ
バイル事業の起業を企図。2007年に野口と当社を共同
設立し代表取締役社長に就任。モバイルに特化したイン
ターネット広告事業を展開し、国内最大級のアドネット
ワーク規模へと成長させた。卓越した先見性により事業
の兆しをとらえ、ふるさと納税事業にも参入。現在も新
たな事業を創出し続け、複数のプロジェクトを率いる。

参考資料 創業経営者
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参考資料 会社概要

商号 株式会社アイモバイル 資本金 152百万円 (2022年10月末時点)

設立 2007年 8月 17日 従業員数 連結 203名 (2022年10月末時点)

本社所在地 東京都渋谷区桜丘町22番14号

N.E.S.ビルN棟2階
代表者 代表取締役会長 田中 俊彦

代表取締役社長 野口 哲也

営業拠点
東京本社

東京サテライトオフィス

関西オフィス

取締役

取締役

取締役

筆頭社外取締役

社外取締役

社外取締役(常勤監査等委員)

社外取締役(監査等委員)

社外取締役(監査等委員)

溝田 吉倫

文田 康博

田中 邦裕

嶋 聡

轟 幸夫

石本 忠次

髙木 明

グループ
事業内容

ふるさと納税事業

トラベル事業

レストランPR事業

ポイントサービス事業

アドネットワーク事業

アフィリエイト事業

インターネット広告代理店事業

メディアソリューション事業

アプリ運営事業 等

連結子会社
株式会社サイバーコンサルタント（100%）

オーテ株式会社（100%）

Simple App Studio株式会社（100%）
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免責事項

■ 本資料に記載した意見や予測は、資料作成現時点における当社の見解でありその情報の正確
性を保証するものではありません。実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があるこ
とをご了承願います。本資料の作成に当たっては、記載されている情報に誤り・遺漏等が無
いよう細心の注意を払っておりますが、その情報の正確性及び完全性を保証するものではあ
りません。

■ 本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる ｢見通し情報｣ (forward-looking
statements)を含みます。これらは、現在における見込み、予測およびリスクを伴う想定に
基づくものであり、実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得る不確実性を含んでおり
ます。それらのリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通貨為替
変動といった一般的な国内および国際的な経済状況が含まれます。今後、新しい情報・将来
の出来事等があった場合であっても、当社は、本発表に含まれる「見通し情報」の更新・修
正を行う義務を負うものでありません。
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“ひとの未来”に貢献する事業を創造し続ける


